
ＪＲ北海道が公表した「黄８線区を維持する仕組みの構築に向けた当社の考えについて」 

に対するＪＲ連合の見解 

2026 年４月 30 日 

Ｊ Ｒ 連 合 

ＪＲ北海道は 2026 年４月 15 日、「黄８線区を維持する仕組みの構築に向けた当社の考えについて」

と題し、2016 年に公表した「単独では維持困難な線区」のうち、輸送密度が 200 人以上 2,000 人未満の

線区、いわゆる黄８線区について、持続的に維持する仕組みを構築すべく、地域の関係者との協議のう

えで、2026 年度末に抜本的改善方策を取りまとめ、2027 年度から 2030 年度にかけてその具体化・実現

を図る考えを示した。 

ＪＲ北海道は、維持する仕組みとして、① 輸送体系の見直し、② 担い手の確保、③ 自治体への資産

譲渡による固定資産税の負担軽減、④ 上下分離方式の検討の４点を掲げている。これは、ＪＲ連合が以

前から主張した政策課題解決の方向性と非常に近しいものである。 

ＪＲ連合は、2025 年６月に開催した第 35 回定期大会において、「ＪＲ連合が緊急的に対応を求める重

点政策課題について ～ＪＲ二島・貨物会社がさらに 40 年世の中へ貢献するために～ 」（以下、「緊急

重点政策提言」）を策定し、以降、政策実現に向けた取り組みを進めてきた。自治体と事業者の間で建設

的な協働状態を生みだせるよう、早期に国が主導し、持続的な仕組みの具体的な検討を開始するよう強

く求める。 

2023 年には地域交通法が改正され、地域をはじめとする関係主体の真摯な議論により、あるべき交通

モードの選択を後押しする仕組みが構築された。現在、芸備線において再構築協議会が開催され、今年

度末には方針策定の目安となる３年が経過する。各地においても、関係主体による任意協議会が立ち上

げられ、城端線・氷見線のように鉄道事業再構築実施計画の策定につながった例もある。こうした事例

も踏まえながら、ＪＲ北海道、そして北海道を含む沿線自治体は丁寧かつ未来志向の協議により、課題

を先送りすることなく議論を進めていかなければならない。 

他方、北海道における鉄道路線のあり方は、ＪＲ北海道のみに関わる話ではない。大量輸送により物

流輸送の効率化や脱炭素にも貢献する貨物鉄道輸送の担い手、ＪＲ貨物にも密接に関わる問題である。

ＪＲ連合は、先に述べた緊急重点政策提言において、ＪＲ貨物の経営自立に向けては鉄道特性を発揮し

スケールメリットを活かすことを基本とし、資源を集中投下すべきと提唱した。ＪＲ連合は継続して、

各モードの役割分担や棲み分け、連携・協働の明確化、結節点の強化が進むよう取り組んでいく。 

ＪＲ北海道においては、北海道新幹線の工事の遅れや工事費の増嵩、地元の理解といった課題にも直

面している。４月 23 日に開催された財政制度等審議会・財政制度分科会では、社会資本整備の議論の

中で北海道新幹線が取り上げられ、工事費の増加額のみを単純に反映した恣意的なＢ／Ｃ算出がなされ

た。そもそも、Ｂ／Ｃのみで事業実施の可否を判断するのは課題があり、現行のＢに含まれていない新

幹線整備の効果を考慮し、その有用性や必要性を国民や住民に丁寧に説明し、理解や納得を得たうえで

国土形成、交通政策、鉄道政策の観点から事業を進めるべきである。ＪＲ連合は、連合を通じて、こう

した指摘に異を唱えている。加えて、５月に開催する第 15 回政策シンポジウムで整備新幹線の重要性

を喚起していく。 

ＪＲ連合は、引き続き、全方位ポリシーミックスなど従来の主張のさらなる浸透を図り、関係主体と

連携を深め、北海道における鉄道のあり方に関する政策課題の解決を求めていくこととする。 
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